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令令和和３３年年職職種種別別民民間間給給与与実実態態調調査査のの概概要要  

 

今回の報告の基礎となっている職種別民間給与実態調査の概要は、次のとおりである。    

                             

１ 調査の目的と時期                          

この調査は、職員の給与等を検討するため、令和３年４月現在における民間給与等の実態

を調査したものである。                    

 

２ 調査機関                                

人事委員会及び人事院                         

 

３ 調査の範囲 

(1) 調査対象事業所 

令和３年４月分最終給与締切日現在において、全産業の企業規模50人以上で、かつ、事

業所規模50人以上の県内の民間事業所376事業所 

なお、本年は、新型コロナウイルス感染症に対処する厳しい医療現場の環境に鑑み、病

院は調査対象から除外した。 

(2) 調査対象職種 

54職種（うち初任給関係12職種）                   

 

４ 調査対象の抽出 

(1) 事業所の抽出 

前記３の(1)に記載している376事業所を組織、規模、産業別に13層に層化した後、無

作為抽出法で144事業所を抽出し、実地調査を行った。     

(2) 従業員の抽出                                

初任給関係職種以外の調査職種について、該当従業員が多数にのぼるときは、抽出した

従業員について調査を行った。なお、臨時の従業員は、すべて除外した。 

 

５ 集計 

(1) 調査実人員 

4,919人（うち初任給関係職種266人）であるが、調査職種該当者（母集団）の推定数は

17,013人である。 

(2) 総計及び平均の算出に際しては、すべて母集団に復元して行った。  
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第１表  産業別、企業規模別調査事業所数　

企業規模

産　　業

　(注) １　上記のほか、規模が調査対象外であることが判明した事業所及び調査不能の事業所が23あった。
　　 　２　調査対象事業所144に占める調査完了事業所121の割合（調査完了率）は、84.0％である。
　　　　 　なお、調査対象事業所144から企業規模、事業所規模が調査対象外であることが判明した事業所1を除いた143に占める
　　　　 調査完了事業所121の割合（調査完了率）は84.6％である。
　　 　３ 「500人以上」とは、企業規模500人以上で、かつ、事業所規模50人以上の事業所を、「100人以上500人未満」とは、

　　　　 未満で、かつ、事業所規模50人以上の事業所をいう（以下、各表について同じ。）。

第２表　民間における職種別、学歴別、企業規模別初任給

円 円 円 円

　(注)  金額は、基本給のほか事業所の従業員に一律に支給される給与を含めた額（採用のある事業所の平均）であり、時間外
　(注)手当、家族手当、通勤手当等、特定の者にのみ支給される給与は除いている。
　備考　職員の場合、行政職の現行初任給(事務・技術共通)は、大学卒182,200円、短大卒163,100円、高校卒150,600円である。

164,667

高 校 卒 162,686 166,244 161,649 153,000

新卒事務員・技術者計

大 学 卒

事
 
務
 
・
 
技
 
術
 
関
 
係

181,600 168,000

高 校 卒 163,466 167,175 162,575 152,000

150,772 155,000

196,978 204,909 191,206 178,250

短 大 卒 177,975 180,272 181,600

184,500

短 大 卒 162,097 163,002           - 158,000

新 卒 技 術 者

大 学 卒 197,607 207,551 193,469 175,125

短 大 卒 184,471 188,771

新 卒 事 務 員

大 学 卒 196,055 202,503

高 校 卒 158,861 163,332

186,386

教 育 , 学 習 支 援 業 、
医 療 , 福 祉 、 サ ー ビ ス 業 29 9 13 7

職　　　　　種 学　　歴 規 模 計 500人以上
100人以上
500人未満

100人未満

　　　　 企業規模100人以上500人未満で、かつ、事業所規模50人以上の事業所を、「100人未満」とは、企業規模50人以上100人

卸 売 業 , 小 売 業 7 0 5 2

金 融 業 , 保 険 業 、 不
動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 5 5 0 0

製 造 業 52 11 28 13

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給
・ 水 道 業 、 情 報 通 信
業 、 運 輸 業 , 郵 便 業

15 7 5 3

農 業 , 林 業 、 漁 業 2 0 0 2

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利
採 取 業 、 建 設 業 11 2 5 4

産 業 計

規模計 500人以上
100人以上
500人未満

100人未満

事業所 事業所 事業所 事業所

121 34 56 31
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　（注）　１　上記のほか、実地調査に際し、規模が調査対象外であることが判明した事業所及び調査不能の事業所が23あった。　　　　

　　　　２　調査対象事業所144に占める調査完了事業所121の割合（調査完了率）は、84.0％である。

　　　　　　なお、調査対象事業所144から企業規模、事業所規模が調査対象外であることが判明した事業所1を除いた143に占める　　

　　　　　調査完了事業所121の割合（調査完了率）は84.6％である。　　　　

　　　　３　�「500人以上」とは、企業規模500人以上で、かつ、事業所規模50人以上の事業所を、「100人以上500人未満」とは、

　　　　　企業規模100人以上500人未満で、かつ、事業所規模50人以上の事業所を、「100人未満」とは、企業規模50人以上100人

　　　　　未満で、かつ、事業所規模50人以上の事業所をいう（以下、各表について同じ。）。

　（注）　金額は、基本給のほか事業所の従業員に一律に支給される給与を含めた額（採用のある事業所の平均）であり、時間外

　　　手当、家族手当、通勤手当等、特定の者にのみ支給される給与は除いている。

　備考　職員の場合、行政職の現行初任給 (事務・技術共通 )は、大学卒 182,200 円、短大卒 163,100 円、高校卒 150,600 円である。



第３表  民間における企業規模別、職種別、学歴別給与額等

その１　規　模　計

１－１

人 歳 円 円 円

大 学 卒

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上

大 学 卒       －    －       －     －       －

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

（注）「＊」は、調査実人員が１人の場合である（以下本表において同じ。）。

対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

支 店 長
構成員50人以上
の支店(社)の長
(取締役兼任者
を除く。)

本表その２規模
500人以上、本
表その３規模
100人以上500人
未満及び本表そ
の４規模100人
未満の対応級欄
参照

工 場 長
構成員50人以上
の工場の長
(取締役兼任者
を除く。)

事 務 部 長
２課以上又は構
成員20人以上の
部の長
職能資格等が上
記部の長と同等
と認められる部
の長及び部長級
専門職
(取締役兼任者
を除く。)

技 術 部 長
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第３表��民間における企業規模別、職種別、学歴別給与額等



１－２

人 歳 円 円 円

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒

　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

事 務 部 次 長
前記部長に事故等
のあるときの職務
代行者
職能資格等が上記
部の次長と同等と
認められる部の次
長及び部次長級専
門職
中間職（部長－課
長間）

本表その２規模
500人以上、本
表その３規模
100人以上500人
未満及び本表そ
の４規模100人
未満の対応級欄
参照

技 術 部 次 長

事 務 課 長
２係以上又は構
成員10人以上の
課の長
職能資格等が上
記課の長と同等
と認められる課
の長及び課長級
専門職

技 術 課 長

（注）「中間職（部長－課長間）」とは、部長と課長の両方がいる場合で、役職、職能資格又は給与上の等級
　　（格付）から職責が部長と課長の間に位置付けられる者をいう（以下本表において同じ。）。
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　（注）１�　「中間職（部長－課長間）」とは、部長と課長の両方がいる場合で、役職、職能資格又は給与上の等級（格

付）から職責が部長と課長の間に位置付けられる者をいう（以下本表において同じ。）。

　　　�２　「＊」は、調査実人員が１人の場合である（以下本表において同じ。）。



１－３

人 歳 円 円 円

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考 対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

前記課長に事故等の
あるときの職務代行
者
課長に直属し部下に
係長等の役職者を有
する者
課長に直属し部下４
人以上を有する者
職能資格等が上記課
長代理と同等と認め
られる課長代理及び
課長代理級専門職
中間職（課長－係長
間）

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

事務課長代理
本表その２規模
500人以上、本
表その３規模
100人以上500人
未満及び本表そ
の４規模100人
未満の対応級欄
参照

技術課長代理

事 務 係 長
係の長及び係長
級専門職

技 術 係 長

（注）「中間職（課長－係長間）」とは、課長と係長の両方がいる場合で、役職、職能資格又は給与上の等級
　　（格付）から職責が課長と係長の間に位置付けられる者をいう（以下本表において同じ。）。
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　（注）「中間職（課長－係長間）」とは、課長と係長の両方がいる場合で、役職、職能資格又は給与上の等級（格付）か

　　　ら職責が課長と係長の間に位置付けられる者をいう（以下本表において同じ。）。



１－４

人 歳 円 円 円

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同    上 　同    上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

　同    上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同    上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考 対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

（注）「中間職（係長－係員間）」とは、係長と係員の両方がいる場合で、役職、職能資格又は給与上の等級
　　（格付）から職責が係長と係員の間に位置付けられる者をいう（以下本表において同じ。）。

係長等のいる事業所
における主任
係長等のいない事業
所における主任のう
ち、課長代理以上に
直属し、部下を有す
る者
係長等のいない事業
所において、職能資
格等が上記主任と同
等と認められる主任
中間職（係長－係員
間）

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

事 務 主 任
本表その２規模
500人以上、本
表その３規模
100人以上500人
未満及び本表そ
の４規模100人
未満の対応級欄
参照

技 術 主 任

事 務 係 員

技 術 係 員
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　（注）「中間職（係長－係員間）」とは、係長と係員の両方がいる場合で、役職、職能資格又は給与上の等級（格付）か

　　　ら職責が係長と係員の間に位置付けられる者をいう（以下本表において同じ。）。



１－５

人 歳 円 円 円

     － 　 －       －  －        －

2 55.5 251,764 17,199 234,565

7 62.5 262,841 23,809 239,032

     － 　 －       －  －        －

     － 　 －       －  －        －
構成員50人以上の所の長
(取締役兼任者を除く。)

2 46.5 515,836 236 515,600
２室(係)以上又は構成員
７人以上の部(課)の長

5 40.7 386,463 46,825 339,638
構成員３人以上の室(係)
の長

2 34.5 370,844 67,544 303,300

5 27.3 279,062 41,502 237,560

     － 　 －       －  －        －

学長・副学長・学部長 8 61.4 641,789 0 641,789

教 授 31 57.4 571,533 3,397 568,136

准 教 授 24 50.5 523,447 43,200 480,247

講 師 29 42.9 412,633 2,738 409,895

助 教 15 36.0 379,924 0 379,924

校 長      *     *       *            *

教 頭 4 59.3 543,425 0 543,425

教 諭 46 45.7 460,817 2,480 458,337

船 長 ・ 機 関 長 10 55.2 714,993 194,026 520,967

一等航海士･機関士 14 51.9 622,685 156,108 466,577

二等航海士･機関士 9 51.2 583,246 111,724 471,522

三等航海士･機関士      － 　 －       －  －        －

甲 板 長 ・ 操 機 長 9 39.5 505,380 97,878 407,502

甲 板 手 ・ 操 機 手      － 　 －       －  －        －

甲 板 員 ・ 機 関 員 17 34.0 456,612 140,359 316,253

職　　種　　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備     考
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

(A)

うち時間
外手当
(B)

下記研究員より上位の者
（研究所長の職名を有す
る者、上記研究部(課)長
及び研究室(係)長を除
く。）

研 究 員

研 究 補 助 員

見習、外国語の電話交換
手を除く。

技

能

・

労

務

関

係

職

種

電 話 交 換 手

自家用乗用自動車運転手 業務委託契約等に基づ
き、他の事業所において
業務に従事している者を
除く。守 衛

用 務 員

研

究

関

係

職

種

研 究 所 長

研 究 部 （ 課 ） 長

研 究 室 （ 係 ） 長

主 任 研 究 員

港内又は湾内を航行区
域とする総トン数５ト
ン以上の船舶の乗組員

大
　
　
　
学

教

育

関

係

職

種

高
等
学
校

海

事

関

係

職

種

沿
　
海
　
・
　
平
　
水

*
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その２　規模500人以上

　　　　（企業規模500人以上で、かつ、事業所規模50人以上） ２－１

人 歳 円 円 円

行政職９級

大 学 卒

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上

大 学 卒       －    －       －     －       －

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上

大 学 卒

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

支 店 長
構成員50人以上
の支店(社)の長
(取締役兼任者
を除く。)

工 場 長
構成員50人以上
の工場の長
(取締役兼任者
を除く。)

事 務 部 長
２課以上又は構
成員20人以上の
部の長
職能資格等が上
記部の長と同等
と認められる部
の長及び部長級
専門職
(取締役兼任者
を除く。)

技 術 部 長

― ―54



２－２

人 歳 円 円 円

行政職９級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

行政職
７級、８級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

事 務 部 次 長
前記部長に事故等
のあるときの職務
代行者
職能資格等が上記
部の次長と同等と
認められる部の次
長及び部次長級専
門職
中間職（部長－課
長間）

技 術 部 次 長

事 務 課 長
２係以上又は構
成員10人以上の
課の長
職能資格等が上
記課の長と同等
と認められる課
の長及び課長級
専門職

技 術 課 長
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２－３

人 歳 円 円 円

行政職
５級、６級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

行政職
３級、４級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考 対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

前記課長に事故等の
あるときの職務代行
者
課長に直属し部下に
係長等の役職者を有
する者
課長に直属し部下４
人以上を有する者
職能資格等が上記課
長代理と同等と認め
られる課長代理及び
課長代理級専門職
中間職（課長－係長
間）

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

事務課長代理

技術課長代理

事 務 係 長
係の長及び係長
級専門職

技 術 係 長
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２－４

人 歳 円 円 円

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同    上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

行政職１級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考 対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

係長等のいる事業所
における主任
係長等のいない事業
所における主任のう
ち、課長代理以上に
直属し、部下を有す
る者
係長等のいない事業
所において、職能資
格等が上記主任と同
等と認められる主任
中間職（係長－係員
間）

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

事 務 主 任
行政職２級
(一部は３級、
 ４級)

技 術 主 任

事 務 係 員

技 術 係 員
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その３　規模100人以上500人未満

　　　　（企業規模100人以上500人未満で、かつ、事業所規模50人以上） ３－１

人 歳 円 円 円

行政職
７級、８級

大 学 卒

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒       －    －       －     －       －

中 学 卒       －    －       －     －       －

      －    －       －     －       － 　同　　上

大 学 卒       －    －       －     －       －

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒       －    －       －     －       －

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

支 店 長
構成員50人以上
の支店(社)の長
(取締役兼任者
を除く。)

工 場 長
構成員50人以上
の工場の長
(取締役兼任者
を除く。)

事 務 部 長
２課以上又は構
成員20人以上の
部の長
職能資格等が上
記部の長と同等
と認められる部
の長及び部長級
専門職
(取締役兼任者
を除く。)

技 術 部 長
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３－２

人 歳 円 円 円

行政職
７級、８級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －       －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

行政職
５級、６級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

事 務 部 次 長
前記部長に事故等
のあるときの職務
代行者
職能資格等が上記
部の次長と同等と
認められる部の次
長及び部次長級専
門職
中間職（部長－課
長間）

技 術 部 次 長

事 務 課 長
２係以上又は構
成員10人以上の
課の長
職能資格等が上
記課の長と同等
と認められる課
の長及び課長級
専門職

技 術 課 長
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３－３

人 歳 円 円 円

行政職４級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

行政職３級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考 対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

前記課長に事故等の
あるときの職務代行
者
課長に直属し部下に
係長等の役職者を有
する者
課長に直属し部下４
人以上を有する者
職能資格等が上記課
長代理と同等と認め
られる課長代理及び
課長代理級専門職
中間職（課長－係長
間）

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

事務課長代理

技術課長代理

事 務 係 長
係の長及び係長
級専門職

技 術 係 長
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３－４

人 歳 円 円 円

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同    上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

行政職１級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考 対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

係長等のいる事業所
における主任
係長等のいない事業
所における主任のう
ち、課長代理以上に
直属し、部下を有す
る者
係長等のいない事業
所において、職能資
格等が上記主任と同
等と認められる主任
中間職（係長－係員
間）

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

事 務 主 任
行政職２級
(一部は３級)

技 術 主 任

事 務 係 員

技 術 係 員
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その４　規模100人未満

　　　　（企業規模50人以上100人未満で、かつ、事業所規模50人以上） ４－１

人 歳 円 円 円

      －    －       －     －       －
行政職
６級、７級

大 学 卒       －    －       －     －       －

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒       －    －       －     －       －

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上

大 学 卒       －    －       －     －       －

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

支 店 長
構成員50人以上
の支店(社)の長
(取締役兼任者
を除く。)

工 場 長
構成員50人以上
の工場の長
(取締役兼任者
を除く。)

事 務 部 長
２課以上又は構
成員20人以上の
部の長
職能資格等が上
記部の長と同等
と認められる部
の長及び部長級
専門職
(取締役兼任者
を除く。)

技 術 部 長
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４－２

人 歳 円 円 円

行政職
６級、７級

大 学 卒       －    －       －     －       －

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒

行政職５級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考 対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

事 務 部 次 長
前記部長に事故等
のあるときの職務
代行者
職能資格等が上記
部の次長と同等と
認められる部の次
長及び部次長級専
門職
中間職（部長－課
長間）

技 術 部 次 長

事 務 課 長
２係以上又は構
成員10人以上の
課の長
職能資格等が上
記課の長と同等
と認められる課
の長及び課長級
専門職

技 術 課 長
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４－３

人 歳 円 円 円

行政職４級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒

行政職３級

大 学 卒

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考

前記課長に事故等の
あるときの職務代行
者
課長に直属し部下に
係長等の役職者を有
する者
課長に直属し部下４
人以上を有する者
職能資格等が上記課
長代理と同等と認め
られる課長代理及び
課長代理級専門職
中間職（課長－係長
間）

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

事務課長代理

技術課長代理

事 務 係 長
係の長及び係長
級専門職

技 術 係 長
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４－４

人 歳 円 円 円

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同    上 　同　　上

大 学 卒

短 大 卒       －    －       －     －       －

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

行政職１級

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

　同　　上

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

中 学 卒       －    －       －     －       －

職　種　名
調　　査

実 人 員

平　均

年　齢

令和３年４月分平均支給額

備　　考 対　応　級
(Ａ－Ｂ)

きまって支
給する給与

うち時間
外手当

係長等のいる事業所
における主任
係長等のいない事業
所における主任のう
ち、課長代理以上に
直属し、部下を有す
る者
係長等のいない事業
所において、職能資
格等が上記主任と同
等と認められる主任
中間職（係長－係員
間）

事
　
　
務
　
　
・
　
　
技
　
　
術
　
　
関
　
　
係
　
　
職
　
　
種

事 務 主 任
行政職２級
(一部は３級)

技 術 主 任

事 務 係 員

技 術 係 員
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第４表　民間における初任給の改定状況

 （注）(　)内は、新規学卒者の採用がある事業所を100とした割合である。　　　　　

第５表　民間における家族手当の支給状況

（注）１　 (   )内は、家族手当制度がある事業所を100とした割合である。

　　　２　 支給月額は、配偶者に家族手当を支給し、その支給につき配偶者の収入による制限がある事業所
         について算出した。

 学歴 企業規模 増  額 据置き 減  額

％

項目
新規学卒者の
採 用 あ り

新規学卒者の
採 用 な し

初任給の改定状況

％ ％ ％ ％ ％

大学卒

規　模　計 25.5 (26.7) (73.3)

100人以上
500人未満

28.0 (17.8) (82.2)

100人未満 13.4 (0.0) (100.0)

74.5

500人以上 33.7 (50.0) (50.0) (0.0) 66.3

(0.0)

(0.0)

(0.0) 57.1

(0.0)

(0.0) 72.0

86.6

35.8

86.6

64.2 (36.1) (63.9) (0.0)

規　模　計 40.5 (21.7) (78.3) (0.0)

支 給 の 有 無 事 業 所 割 合

家 族 手 当 制 度 が あ る 80.6％

高校卒
100人以上
500人未満

42.9 (13.0) (87.0)

100人未満 13.4 (0.0) (100.0)

59.5

500人以上

家 族 手 当 制 度 が な い 19.4％

配 偶 者 に 家 族 手 当 を 支 給 す る (86.8％)

扶 養 家 族 の
構 成 別
支 給 月 額

配 偶 者 10,484円

配 偶 者 と 子 １ 人 15,947円

配 偶 者 と 子 ２ 人 20,773円
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第４表　民間における初任給の改定状況

　（注）　(　)内は、新規学卒者の採用がある事業所を 100 とした割合である。

　（注）　１　(���) 内は、家族手当制度がある事業所を 100 とした割合である。　　　　

　　　　２　支給月額は、配偶者に家族手当を支給し、その支給につき配偶者の収入による制限がある事業所について算出した。

第５表　民間における家族手当の支給状況



第６表　民間における在宅勤務手当の支給状況

その１　在宅勤務の実施状況及び在宅勤務手当の支給状況

（注）　（　）内は在宅勤務を実施している事業所を100とした割合である。　

その２　在宅勤務手当の支給の検討状況

（注）　在宅勤務を実施している事業所のうち在宅勤務手当を支給しない事業所を100とした割合である。　

第７表　民間における冬季賞与の考課査定分の配分状況

第８表　民間における定年制の状況

　
　

（注）　定年制の有無を回答した事業所を100とした割合である。　

％ ％ ％ ％

100.0 78.3 21.7 0.0

定年制あり 定年制なし定年年齢
60歳 61歳以上

21.4100人未満 73.8 26.2 75.8 24.2 78.6

57.8 42.2 57.5 42.5 55.6 44.4

38.1

500人以上 60.1 39.9 54.4 45.6 54.6 45.4

100人以上500人未満

規 模 計 62.9 37.1 62.0 38.0 61.9

考課査定分

％ ％ ％ ％ ％ ％

項　目 係 員 課 長 級 部 長 級 （ 非 役 員 ）

企業規模 一定率(額)分 考課査定分 一定率(額)分 考課査定分 一定率(額)分

在宅勤務を
実施している

在宅勤務を
実施していない在宅勤務手当を

支給する
在宅勤務手当を
支給しない

％ ％ ％ ％

38.0 (22.3) (77.7) 62.0

％ ％

24.2 75.8

検討している 検討していない
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第６表　民間における在宅勤務手当の支給状況

　（注）　（　）内は在宅勤務を実施している事業所を 100 とした割合である。

第７表　民間における冬季賞与の考課査定分の配分状況

　（注）　在宅勤務を実施している事業所のうち在宅勤務手当を支給しない事業所を 100 とした割合である。

　（注）　定年制の有無を回答した事業所を 100 とした割合である。　

第８表　民間における定年制の状況
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